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論 文 内 容 の 要 旨 
 
研究目的：終末期医療に対する希望を考え、アドバンス・ディレクティブ（AD 
を作成するに至るための地域住民に対する教育プログラムを開発し、その効果を評価することで
ある。 
研究方法：対照群をおいた準実験研究である。先行研究の成果を基に、行動意思理論（M.Fishbein, 
1980）に基づいた行動予測モデルを枠組みとした AD 作成促進プログラムを作成した。介入プ
ログラムはミニ講義とグループワークで構成された１回 70分の内容を 2回実施した。測定項目
と尺度は、①AD 作成の有無、AD 作成意思の有無、家族との終末期に関する会話の有無等②邦
訳版 AD 知識度・態度尺度（濱吉ら,2014）③認知症知識度測定尺度（金ら,2011）の全 55項目
である。介入群は、A市の民生委員 106名、対照群は B市の民生委員 63名、データ収集期間は、
平成 24年 6月～12月であった。 
研究結果：分析対象者は介入群 81 名、対照群 60 名である。介入群では対照群より女性が有意
に多かったが、平均年齢は介入群 66.7歳、対照群 66.1歳と有意差はなく、その他教育歴、家族
の介護歴等においても群間特性に有意差は無かった。介入群は、対照群と比較してベースライン
時より有意に AD作成者が増加した（OR＝5.0, 95%CI 1.0-25.0, p=.04）。邦訳版 AD知識度・
態度尺度・認知症知識度尺度点数の群×時間の反復測定二元配置分散分析の結果、AD 態度尺度
（p=.02）、認知症知識度尺度（p=.02）に関して群と時間に関して交互作用が認められ、介入に
より AD に対する態度と認知症知識が上昇したことが示唆された。 
結論：開発したプログラムの実施により、介入群では AD 作成者が増加し、また AD に対する前
向きな態度も上昇したことから、プログラムの効果が示唆された。 
 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、General Medicine（日本プライマリケア連合学会の英文誌）に掲載が決定してい
る（Vol.15,no2,2014,12）。本論文以外に、参考論文として文献レビュー論文と本研究で使用した
尺度開発に関する2編のすでに発表された論文が提出されている。 
論文内容は、地域住民に対するアドバンス・ディレクティブ(AD)作成促進プログラムの開発
とそのプログラムの効果を準実験研究により評価したものである。研究テーマは、わが国では未
だ数少ないADの普及を促進しようとする介入研究であり、新規性が高いテーマとして評価でき
る。介入プログラムは、Theory of Planned Behaviorの理論枠組みをモデルとして、わが国の住
民の特性に合わせて作成されたものであり、適切な研究方法によりその効果を評価している。本
研究では介入群の対象者において AD作成者が有意に増加し、プログラムの有効性を示すことが
できた。また、本研究で使用した邦訳版AD知識態度尺度については、予備研究にてその信頼性
や妥当性を検証しており、十分な計画と準備のもと、研究が行われていたことを評価する。 
論文審査においては、本人の実績や様々な角度から審査質問を行い、回答を得ている。また、
研究対象者の特徴に関してバイアスがあること、AD作成については対象者の自己報告によるも
のであることなど、研究の限界についても自ら適切に分析した上で今後の研究の課題や方向性が
明確に述べられている。本研究は超高齢社会の我が国において、今後普及が望まれるAD作成を
支援するものであり、看護実践への応用が可能であり、意義が大きく、博士論文として相応しい
と認められた。 
 
以上により、本論文は博士（看護学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
